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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期
第３四半期
連結累計期間

第94期
第３四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （百万円） 71,678 63,268 98,110

経常利益 （百万円） 4,074 1,951 405

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,862 1,482 205

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,557 236 △4,876

純資産額 （百万円） 57,186 49,698 50,751

総資産額 （百万円） 131,636 125,226 133,101

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 27.78 14.39 1.99

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.4 39.7 38.1

 

回次
第93期
第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.63 10.24

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社18社、非連結子会社２社、関連会社２社により構成されており、半導体製品、

電装製品、電源製品などの製造、販売を主たる業務としております。

なお、平成28年４月１日を効力日として、当社を吸収合併存続会社とし、連結子会社であった新電元デバイス販売

㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行いました。

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 

次の３事業は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一であり

ます。

 

デバイス事業

連結子会社である㈱秋田新電元、㈱東根新電元、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドおよびシン

デンゲン・フィリピン・コーポレーションが製造しております。

電装事業

連結子会社である㈱岡部新電元、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデン

ゲン・インドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデンゲ

ン・ベトナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社であるナピーノ・オート・アンド・エレクトロニクス・リミ

テッドが製造しております。

新エネルギー事業

連結子会社である新電元スリーイー㈱が製造しております。

その他

関連会社である新電元メカトロニクス㈱が製造しております。

 

販売については全部門とも当社が一括で仕入れ、当社のほか連結子会社であるシンデンゲン・アメリカ・インコー

ポレイテッド、新電元（香港）有限公司、新電元（上海）電器有限公司、シンデンゲン・ユーケー・リミテッドおよ

びシンデンゲン・シンガポール・ピーティーイー・リミテッドを通じて販売しております。

なお、連結子会社であるシンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデンゲン・イ

ンドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデンゲン・ベト

ナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社である新電元メカトロニクス㈱、ナピーノ・オート・アンド・エレク

トロニクス・リミテッドにおいては製品の全部または一部を直接販売しております。
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事業の系統図は次のとおりであります。

 

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

四半期報告書

 4/19



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、緩やかながらも景

気回復傾向となりました。海外においては、英国のＥＵ離脱問題や、米国の金融政策動向や政権交代の影響、

またアジアの景気減速など不透明な状況で推移しました。

当社グループを取り巻く環境は、半導体需要は比較的堅調だったものの、アジアの二輪車市場は力強さを欠

いた状況が続いたほか、太陽光関連市場は引き続き冷え込むなど、予断を許さない状況が続きました。

 

このようななか、当第３四半期連結累計期間の売上高は632億68百万円（前年同期比11.7％減）、営業利益

は24億16百万円（前年同期比45.7％減）、経常利益は19億51百万円（前年同期比52.1％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は14億82百万円（前年同期比48.2％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであり、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。

 

①デバイス事業

デバイス事業の売上高は220億26百万円（前年同期比3.4％減）、営業利益は23億14百万円（前年同期比

49.2％増）となりました。

家電市場においては空調機向けが堅調に推移、自動車市場や産業機器市場向けも概ね底堅く、数量面では

前年同期を上回りました。しかしながら、円高に伴う海外売上高の目減りにより、全体では減収となりまし

た。一方、損益面においては増産効果が出たことに加え、経費抑制や生産性改善などコスト削減も進めた結

果、増益を確保いたしました。

②電装事業

電装事業の売上高は318億70百万円（前年同期比11.6％減）、営業利益は31億34百万円（前年同期比

36.5％減）となりました。

アジアの二輪車市場においては、ベトナムが堅調な需要を背景に増加しました。インドネシアでは環境対

応車向けのＥＣＵ（電子制御ユニット）が底堅かったものの、市場が低調なことから前年同期には及ばず、

タイも軟調に推移しました。また、前年同期に比べて円高だった結果、海外連結子会社の為替換算後の売上

高が大幅に目減りし、全体では減収となりました。損益面においても、円高や減収の影響で減益となりまし

た。

③新エネルギー事業

新エネルギー事業の売上高は70億４百万円（前年同期比33.3％減）、営業損益は７億61百万円の損失（前

年同期は１億21百万円の損失）となりました。

通信分野では、ＨＶＤＣ（高電圧直流給電）をはじめとした電源需要が堅調に推移しました。一方で、エ

ネルギー分野では太陽光発電向けパワーコンディショナが低迷し、ＥＶ／ＰＨＥＶ用充電器も補助金減額の

影響を受け大幅に減少した結果、全体では減収となりました。損益面においては、構造改革効果が出始めて

いるものの、減収の影響が大きく損失拡大となりました。

④その他

その他の売上高23億67百万円（前年同期比1.3％増）、営業利益は20百万円（前年同期比29.3％減）とな

りました。
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（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は1,252億26百万円（前期末比78億75百万円減）となりました。これ

は、主に受取手形及び売掛金が減少したことなどによるものであります。

また、負債は755億27百万円（前期末比68億21百万円減）となりました。これは、主に支払手形及び買掛金

が減少したことなどによるものであります。

純資産は496億98百万円（前期末比10億53百万円減）となり、自己資本比率は39.7％となりました。

以上の結果、１株当たり純資産は482円44銭となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は上記の基本方針の実現に資する取り組みのひとつとして、不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを未然に防止すべく、「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛

策）」を導入しており、平成28年６月29日開催の第92回定時株主総会にて、内容を一部変更した上で継続のご

承認をいただいております。

当該防衛策の主旨について、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うため

に、株主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目

的としており、最終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収

防衛策が、当社株主総会で承認され、またその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととさ

れており、当社の株主意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわ

ゆるデッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客

観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を

防止するための仕組みを確保しているとともに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうか否かの検討および判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、

当社取締役会による判断の公正さ・客観性をより強く担保する仕組みとしていることから、当社会社役員の地

位の維持を目的とするものではないと判断しております。

 

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、37億19百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 310,000,000

Ａ種優先株式 50,000,000

Ｂ種優先株式 50,000,000

計 310,000,000

（注）当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式310,000,000株、Ａ種優先株式50,000,000株、Ｂ種優先株式

50,000,000株であり、合計では410,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、310,000,000株とする旨

定款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致については、会社法

上要求されておりません。

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 103,388,848 103,388,848
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

計 103,388,848 103,388,848 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 103,388 － 17,823 － 6,031

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　370,000
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式　102,593,000 102,593
同上

（注）

単元未満株式 普通株式　　　425,848 － －

発行済株式総数 103,388,848 － －

総株主の議決権 － 102,593 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新電元工業株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２－１

普通株式

370,000
－

普通株式

370,000
0.35

計 －
普通株式

370,000
－

普通株式

370,000
0.35

（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決

権１個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通

株式に含めております。

２．当第３四半期会計期間末の自己名義所有株式数は、373,000株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,180 32,452

受取手形及び売掛金 19,507 17,286

有価証券 5,000 5,000

商品及び製品 7,616 6,132

仕掛品 3,529 3,891

原材料及び貯蔵品 9,291 8,585

繰延税金資産 1,109 1,319

その他 4,912 3,826

貸倒引当金 △30 △17

流動資産合計 85,117 78,477

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,426 8,852

機械装置及び運搬具（純額） 8,581 7,326

土地 6,117 5,963

その他（純額） 3,424 2,438

有形固定資産合計 26,550 24,581

無形固定資産   

のれん 50 23

ソフトウエア 680 602

その他 350 428

無形固定資産合計 1,081 1,054

投資その他の資産   

投資有価証券 12,794 14,303

繰延税金資産 6,938 6,180

その他 670 679

貸倒引当金 △52 △51

投資その他の資産合計 20,350 21,112

固定資産合計 47,983 46,748

資産合計 133,101 125,226
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,779 14,516

短期借入金 7,438 7,463

1年内償還予定の社債 2,475 225

未払法人税等 115 186

賞与引当金 945 －

その他 7,144 4,015

流動負債合計 33,898 26,407

固定負債   

社債 925 2,825

長期借入金 23,239 22,862

退職給付に係る負債 17,588 17,191

製品保証引当金 6,184 5,593

資産除去債務 141 142

その他 371 505

固定負債合計 48,450 49,120

負債合計 82,349 75,527

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 7,738 7,738

利益剰余金 26,922 27,116

自己株式 △129 △132

株主資本合計 52,354 52,546

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,766 2,701

為替換算調整勘定 △42 △2,417

退職給付に係る調整累計額 △3,326 △3,132

その他の包括利益累計額合計 △1,603 △2,848

純資産合計 50,751 49,698

負債純資産合計 133,101 125,226
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 71,678 63,268

売上原価 57,957 52,103

売上総利益 13,720 11,164

販売費及び一般管理費 9,270 8,748

営業利益 4,450 2,416

営業外収益   

受取利息 65 62

受取配当金 223 239

受取ロイヤリティー 107 72

持分法による投資利益 156 185

その他 166 130

営業外収益合計 718 689

営業外費用   

支払利息 380 318

為替差損 567 594

その他 147 241

営業外費用合計 1,094 1,154

経常利益 4,074 1,951

特別損失   

事業構造改善費用 103 －

減損損失 8 －

特別損失合計 111 －

税金等調整前四半期純利益 3,962 1,951

法人税、住民税及び事業税 103 384

法人税等調整額 996 84

法人税等合計 1,100 469

四半期純利益 2,862 1,482

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,862 1,482

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 237 935

為替換算調整勘定 △1,593 △2,391

退職給付に係る調整額 144 193

持分法適用会社に対する持分相当額 △94 16

その他の包括利益合計 △1,305 △1,245

四半期包括利益 1,557 236

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,557 236

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

四半期連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

従業員住宅資金借入口 68百万円  61百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

減価償却費 3,688百万円 3,441百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,030 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,287 12.50 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 22,799 36,048 10,493 69,342 2,335 71,678 － 71,678

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,543 19 － 4,562 － 4,562 △4,562 －

計 27,343 36,068 10,493 73,905 2,335 76,240 △4,562 71,678

セグメント利益又は

損失（△）
1,551 4,937 △121 6,366 29 6,395 △1,945 4,450

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,945百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
新エネルギー

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 22,026 31,870 7,004 60,901 2,367 63,268 － 63,268

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,590 19 － 4,609 － 4,609 △4,609 －

計 26,616 31,889 7,004 65,511 2,367 67,878 △4,609 63,268

セグメント利益又は

損失（△）
2,314 3,134 △761 4,687 20 4,708 △2,292 2,416

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△2,292百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 27円78銭 14円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,862 1,482

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,862 1,482

普通株式の期中平均株式数（千株） 103,027 103,018

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月９日

新 電 元 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　 御 中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 麻生 和孝 　 ㊞

 

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 定留 尚之　　 ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日か

ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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